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休刊のお知らせ　
　おかげさまでこの一年も「京大東アジアセンターニュースレター」を予定通り発行することができました。ここに深く御礼申し上げます。

　また、大変勝手なことでございますが、年末年始につき、次週は当ニュースレターを休刊させていただきたく存じます。ご迷惑をお掛けしますが、ご理解のほどよろしくお願い致します。

編集者より

「中国経済研究会」のお知らせ
2017年度第8回（通算第70回）の中国経済研究会は下記の通り開催しますので、ご案内いたします。大勢の方のご参加をお待ちしております。 

記 

時  間： 2018年1月16日(火) 16：30－18：00 

場  所：京都大学吉田校舎法経東館地下一階みずほホール
テーマ：「中欧班列と一帯一路：ユーラシア横断鉄道コンテナ輸送の実態と

インパクト」
報告者：李瑞雪（法政大学経営学部教授）
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第3火曜日に行いますが、講師の都合等により変更する場合があります。2016度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月18日（火）、 5月23日（火）、 6月20日（火）、7月1日(土) 
後期：10月17日（火）、11月21日（火）、12月12（火）、1月16日（火） 

（この研究会に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
中国ニュース12.18-12.24
HEADLINES

中国、今後3年間の経済活動方針を確認

中英経済・財政金融対話、72件の成果がまとめる
中パ経済回廊長期計画が発表
生態環境損害賠償制度、来年より全国範囲で試行

新エネ車に対する補助が減少
2017年は中国企業の海外での起債が急増、過去最高を更新
中国ユニコーン企業は120社で、時価総額3兆元超
中国の旅行サイト、ビッグデータを活用
1～11月、中国の輸出入通関時間が1/3以上短縮
2017年の観光収入が5兆3千億元突破
中国、今後3年間の経済活動方針を確認
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【央視網 12月21日】中央経済活動会議は20日、北京で閉幕した。会議は中国共産党第19回全国代表大会の要求に基づき、今後3年間で、重大なリスクの予防と解消、ピンポイントでの貧困扶助、汚染の予防と解消などを確実に進めて、いくらかゆとりのある社会を構築していく方針が打ち出された。具体的に、「リスク予防の重点は金融分野にある。サプライサイド改革をめぐって、金融と実体経済、金融と不動産、金融システム内部の良好な循環を促進し、重点分野におけるリスクの予防と解消を行い、金融分野の不法行為を撲滅し、監督と管理を強める」と指摘した。また、「特定の貧困人口を対象に支援し、貧困状況の深刻な地域に力を入れ、貧困人口が持つ能力を生かす必要がある」と求めた。さらに、「主要汚染物の排出を大幅に削減し、生態環境を改善するには、産業構造を調整し、老朽化した生産設備を廃止し、エネルギー構造を調整し、省エネの度合いと審査を強化しなければならない」とした。
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中英経済・財政金融対話、72件の成果がまとめる
【人民網　12月18日】中国国務院の馬凱副総理と英国のハモンド財務大臣は16日、北京で第9回中国・英国経済・財政金融対話を共同開催した。今回の対話を通じて両国は、マクロ経済情勢、貿易投資、産業戦略、金融改革・発展、「一帯一路」協力などをめぐる踏み込んだ議論を行うと同時に、経済・財政金融協力の深化と中英関係「黄金時代」に新たな原動力を注入するコンセンサスについて、多分野に及ぶ互恵・ウィンウィン成果72件をまとめた。
中パ経済回廊長期計画が発表
【中国経済網　12月20日】12月18日、パキスタン計画発展省は「中国・パキスタン（中パ）経済回廊遠景計画（2017～2030年）」を発表した。「計画」にある短期プロジェクトは2020年、中期プロジェクトは2025年、長期プロジェクトは2030年を目途に進められる。「計画」は、序文、回廊の定義と建設条件、計画ビジョンと発展目標、理念と基本原則、重点協力分野、投融資メカニズムと保障措置の6章からなる。そのうち重点協力分野には、相互連結、エネルギー、経済・貿易及び産業パーク、農業開発と貧困者支援、観光、民生協力と民間交流、金融協力が含まれる。
生態環境損害賠償制度、来年より全国範囲で試行

【人民網　12月21日】新華社は17日、中国共産党中央弁公庁、国務院弁公庁が発行・配布する「生態環境損害賠償制度改革案」の内容を伝えた。同案は2018年1月1日より、全国範囲で生態環境損害賠償制度を試験的に導入するとした。これは生態環境損害賠償制度改革が先行試行から全国試行の段階に入ったことを意味する。全国試行を通じ、生態環境損害賠償及び修復の効率を高め続け、「企業による汚染、人々の被害、政府が肩代わり」という苦境を効果的に打破する。生態環境損害鑑定・評価や生態環境修復など関連産業の発展を積極的に促進し、生態環境と人々の環境の権益を力強く保護する。同案は、2020年までに全国範囲で責任の明確な、ルートのスムーズな、技術が規範的な、保障が効果的な、賠償が徹底的な、修復が効果的な生態環境損害賠償制度を初歩的に構築することを求めた。
新エネ車に対する補助が減少
【証券日報　12月20日】年末になり、新年度の新エネ車補助がさらに減額されるという情報が注目されている。メディアの報道によると、2018年の中央財政補助制度がほぼ策定済みで、新補助制度では航続距離150キロ未満の製品は対象外とされる。また地方レベルの補助も廃止される可能性がある。消息筋はこれについて、地方保護主義を効果的に解決し、政府の支出を抑えることができるとした。同計画は早ければ来年より始まるという。中国工程院院士の楊裕生氏は「中央財政は将来的に、これほど巨額の補助を賄えない政府主導型経済を市場主導型経済に変え、ポイント制により新エネ車市場の秩序正しい発展を導くことが、将来性のある計画だ」と指摘した。中国電気自動車百人会理事長の陳清泰氏は「政府による補助減少により、外資・合弁ブランドが中国市場に一挙に進出するだろう」と予想した。
2017年は中国企業の海外での起債が急増、過去最高を更新
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【経済参考報　12月21日】中国企業の海外での債券発行がピークを迎えている。ブルームバーグの統計によると、2017年に入ってから中国企業が海外で発行したドル建て債は約1800億米ドルと、前年より70％増加し、過去最高を更新した。業界関係者は、「中国企業の海外での起債規模は来年も高い水準を維持し、2000億米ドルに上る可能性がある」と予想する。今年の中国企業による海外での起債急増について、業界関係者は、国内債券市場での資金調達コスト上昇、中国企業自身の需要や海外市場の特徴とも関連していると指摘した。
中国ユニコーン企業は120社で、時価総額3兆元超
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【人民網　12月21日】胡潤研究院が21日に発表した報告書「2017年胡潤中華圏ユニコーン指数」によると、11月30日現在のデータでは、ランキングに収録された中国のユニコーン企業は120社に上り、時価総額は合わせて3兆元を超えたという。このうちインターネットサービス・EC産業のユニコーン企業が最多で、22社がランク入りし、14産業の中でトップだった。上位3産業で全体の50％を占めた。また文化・娯楽、自動車・交通、医療・健康の各産業が中華圏でユニコーン企業の集中する産業となった。
中国の旅行サイト、ビッグデータを活用
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【北京商報　12月20日】多くの旅行系企業にとって、今年は「ビッグデータ」がキーワードとなった。今年、旅行サイトの途牛や携程などが続々とビッグデータを活用するようになっている。業界の競争が熾烈になってきており、消費者を呼び込むために、各企業はブランドマーケティング、サービス、販売促進に多額の資金を投じなければならない。しかし、ユーザーが様々なサイトに分散し、旅行サイトのユーザーを獲得するためのコストは膨らむばかりとなっており、多くのユーザーを獲得して利益を上げるために、各サイトは四苦八苦しながら対策を講じている。中国社会科学院旅游研究センターの特約研究員・楊彦鋒氏は、「現在、旅行ビッグデータには、非常に大きな商用価値があり、ビッグデータを活用すれば、企業の競争力を向上させることができる。また、ビッグデータの運用は提携・開発に使用できるほか、商品として販売することもできる」と指摘した。
1～11月、中国の輸出入通関時間が1/3以上短縮
【新華網　12月18日】税関総署が18日に発表したところによると、今年1～11月には、輸入貨物および輸出貨物の通関手続きにかかる時間が前年に比べて3分の1以上短縮され、輸出入ともに規定の目標値を達成したという。同署の黄頌平報道官の説明によれば、「1～11月には、全国の税関の輸入貨物の通関にかかる時間が16.7時間になり、2016年に比べて33.6％短縮された。輸出貨物は1.13時間で37％短縮された」という。
2017年の観光収入が5兆3千億元突破
中国観光研究院と国家観光局データセンターはこのほど、10冊目の中国観光経済青書となる「2017年中国観光経済運営分析・2018年発展予測」を発表した。同青書の予測では、「17年の国内観光客およびインバウンド観光客の人数はのべ51億人を超え、観光収入は5兆3千億元（約91兆3021億円）を超え、国民経済と就職に対する観光の総合的寄与度はどちらも10％を超え、通年で年初に制定された各種目標を達成する」と指摘された。
鶏肋妄語：『掃の一年』
前蝶理中国総代表

　井上　邦久
　2017年度を代表する漢字は、日本では「北」という直截でウィットを感じにくい一文字と伝えられています。一方中国での今年の漢字は12月21日に発表とのことですが、候補として「享（enjoy）」「智（知日の意味ではないでしょう）」そして「新時代」などが挙がっています。秋の党大会以後、それまで喧伝されてきた「新常態」は一掃されて「新時代」が文献に頻出していますから、「新時代」が選ばれるかも知れません。そうなると、日本同様に面白みに欠ける結果となります。個人的な意見として、中国に於ける2017年の漢字は、「掃」の一文字が良いのではないかと思います。「掃」の発音は、saoの三声・四声、自動詞・他動詞が両用されます。箒（ほうき）、掃く、といった古典的な意味、1950年代からの『文盲一掃』、1990年代以降の風紀取締りの「掃黄運動」などclean-upの意味が広く使われて来ました。しかし、2017年に顕著に増えたのはscanとしての意味。サッと動かす動作を表す「掃描」という言葉や行為が日常生活の中で急激に増えた年でありました。今年の初めにジャーナリストの陳言氏から「北京の街角から掏摸（スリ）が減った」という印象に残る表現で宅配サービス（ネイル・散髪・生鮮食品から料理人まで）とモバイル決済の伸長を教えられました。年末の上海では歩道に溢れていたモバイク（貸自転車）の列も、黄色（アリババ系）と橙色（テンセント系）に略二分されていました。他の色の自転車は淘汰の憂き目に遭い、文字通り放置され、庶民から忘れられようとしていました。自転車の後部センサーにスマホで「掃描」して、モバイル決済5角（0.5元）で乗り放題・置き捨て可能です（その代わり、個人が何処へ動いたかは情報として管理蓄積されます）。中には黄色と橙色の両方を登録している知人もいるくらい定着していました。昨年まで、地下鉄駅付近にはバイクタクシーがたむろし、遅刻しそうな社員たちがヘルメット・保険なしで後部座席に乗っているのをハラハラしながら見かけたものです。運賃は一回5元から10元と聞きましたから。それに比較するとモバイクはある程度安全で大幅なコストダウンになります。

　アリババの業態は電子商取引から始まり、それを支える物流部門と決済機能をしっかり準備し、続いて新聞社や動画メディアを傘下に収め、更には教育産業や農村部の金融にもウイングを拡げているようです。民のチャンピオンとして習近平主席とともにダボス会議のステージに上がった様子を見ると、アリババと共産党はコインの裏表なのだ、との意見も宜なるかなという気がしてきます。ただ、金融にしても、教育やメディアにしても政府の支配下にあり、国有企業が独占するものと考えてきたので、アリババとの間に軋轢はないのだろうか？と古い頭で訝っています。22年連続して中国に住んでいる日本人会社経営者から「アリババは国有企業ではないが、国策会社と呼ぶべきではないか」という卓見を聴きました。確かに国家の政策に従って、国有企業では得られないサービスで大衆の支持を得て、多額の国税を納めているのは事実でしょう。一方で少し気になる内輪話を聴きました。　・・・最近のアリババの創新開発は素晴らしいが、シェアを瞬く間に喰ってしまい他社を駆逐してしまうので寡占に伴う価格操作が心配になる。また理屈からして利害の相反する国有企業との共存共栄がどこまで維持できるものなのか分からない。また創業者個人の夢だった有名歌手とデュエットした曲を流行らせ、武侠映画にヒーロー役として出演することに目くじらを立てるまでもないが、少々軽い感じがする。意地悪な前例としてローマ皇帝のネロも舞台が好きで、歌手として評判を得ることに執着した伝承がある。それにも増して心配なのが国内の関係業者、当局者たちからのアリババオーナーに対する評判が良くないことであり、成功者に対するヤッカミ半分としても人望や人気が下がっていることに、本人が気づいていないようだ・・・

あくまでも風言風語を聴いて鶏肋妄語に仕立てているだけのことです。ただ次のダボス会議にも官と民の代表として登壇するかどうか、前述のコインが果たして合金のように一体化しているのか、表と裏を貼り合わせただけの一時的なものなのかも注意深く見守りたいと思います。

「掃」には追い払うという字義もあり、中国語の「掃除」には粛清の含意もあります。希代の経営者には移ろいやすい大衆の支持を失うことなく、カーリングのブラシの様に掃き続け、新しい路を拓いて貰いたいと願います。　（了）
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	430
	－8.4
	－8.2
	9.6
	5.2
	13.3
	15.7

	8月
	
	6.1
	10.8
	2.0
	9.1
	602
	－5.6
	－13.9
	23.9
	20.9
	13.3
	15.7

	9月
	6.9
	5.7
	10.9
	1.6
	6.8
	603
	－3.8
	－20.5
	5.2
	6.1
	13.1
	15.8

	10月
	
	5.6
	11.0
	1.3
	9.3
	616
	-7.0
	-19.0
	2.5
	2.9
	13.5
	15.6

	11月
	
	6.2
	11.2
	1.5
	10.8
	541
	－7.2
	－9.2
	27.7
	0.0
	13.7
	15.3

	12月
	6.8
	5.9
	11.1
	1.6
	6.8
	594
	－1.7
	－7.6
	17.2
	-45.1
	13.3
	15.0

	2016年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	10.3
	1.8
	18.0
	633
	-11.5
	-18.8
	14.1
	-2.1
	14.0
	15.2

	2月
	
	
	10.2
	2.3
	
	326
	-25.4
	-13.8
	-11.3
	-1.3
	13.3
	14.7

	3月
	6.7
	6.8
	10.5
	2.3
	11.2
	299
	11.2
	-7.4
	26.1
	4.0
	13.4
	14.7

	4月
	
	6.0
	10.1
	2.3
	10.1
	456
	-2.0
	-10.5
	21.4
	2.9
	12.8
	14.4

	5月
	
	6.0
	10.0
	2.0
	7.4
	500
	-4.7
	-0.1
	43.6
	-4.8
	11.8
	14.4

	6月
	6.7
	6.2
	10.6
	1.9
	7.3
	479
	-6.1
	-9.0
	8.5
	4.4
	11.8
	14.3

	7月
	
	6.0
	10.2
	1.8
	3.9
	502
	-6.4
	-12.9
	-3.8
	-6.2
	10.2
	12.9

	8月
	
	6.3
	10.6
	1.3
	8.2
	520
	-3.2
	1.4
	13.2
	0.5
	11.4
	13.0

	9月
	6.7
	6.1
	10.7
	1.9
	9.0
	420
	-10.2
	-1.9
	27.9
	-3.6
	11.5
	13.0

	10月
	
	6.1
	10.0
	2.1
	8.8
	488
	-7.4
	-1.3
	-36.9
	0.4
	11.6
	13.1

	11月
	
	6.2
	10.8
	2.3
	8.8
	442
	-1.5
	4.6
	-32.4
	-4.6
	11.4
	13.1

	12月
	6.8
	6.0
	10.9
	2.1
	6.5
	407
	-6.4
	2.6
	21.1
	-627.7
	11.3
	13.5

	1月
	
	
	
	2.5
	16.1
	513
	3.1
	15.4
	5.4
	-6.2
	11.3
	12.6

	2月
	
	
	
	0.8
	
	-91
	-4.8
	38.1
	33.3
	-242.1
	11.1
	13.0

	3月
	6.9
	7.6
	10.9
	0.9
	9.5
	239
	12.3
	19.6
	-1.4
	1.6
	10.6
	12.4

	4月
	
	6.5
	10.7
	1.2
	8.1
	380
	4.2
	11.6
	42.7
	-9.8
	10.5
	12.9

	5月
	
	6.5
	10.7
	1.5
	7.8
	408
	5.5
	14.6
	-5.4
	-8.7
	9.6
	12.9

	6月
	6.9
	7.6
	11.0
	1.5
	8.8
	428
	9.1
	16.3
	14.3
	-2.8
	9.4
	12.9

	7月
	
	6.4
	10.4
	1.4
	6.5
	467
	6.0
	10.9
	10.4
	-15.7
	9.2
	13.2

	8月
	
	6.0
	10.1
	1.8
	3.8
	419
	4.6
	13.6
	－1.8
	6.9
	8.9
	13.2

	9月
	6.8
	6.6
	10.3 
	1.6
	6.2
	286
	7.4
	19.0
	14.5
	14.9
	9.2
	13.1

	10月
	
	6.2
	10.0
	1.9
	3.2
	382
	6.2
	16.8
	104.4
	2.5
	8.8
	13.0

	11月
	
	6.1
	10.2
	1.7
	5.8
	402
	12.3
	18.7
	161.5
	90.0
	9.1
	13.3


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意
されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。
　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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